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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第２四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 4,583,118 9,455,947

経常利益 (千円) 57,533 112,891

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 39,282 71,128

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 39,282 71,128

純資産額 (千円) 388,942 349,307

総資産額 (千円) 2,391,901 2,293,691

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 32.84 59.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 16.3 15.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △411,649 242,550

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △1,173 △15,648

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 371,684 △216,474

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 820,822 861,961

回次
第18期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 4.84

(注)１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．当社は、2021年12月４日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりますが、第17期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算出しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適

用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスク発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

(Ⅰの部)に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績に関する分析

当第２四半期連結累計期間の経営成績については、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により経済の不透明

感が高まっている中で、新しい倉庫管理システムの導入及び適切な販売促進の施策を実施した結果、売上高は

4,583,118千円、営業利益は65,412千円、経常利益は57,533千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は39,282千円

となりました。なお、当社グループは、ペットヘルスケア事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載

を省略しております。

また、当社グループは、マルチコマース戦略を推進しており、自社オンラインサイト及び他社オンラインモール

等別の売上高は以下のとおりであります。

（単位：千円）

販売経路別売上高

第18期

第２四半期

連結累計期間

自社オンラインサイト 1,107,950

他社オンラインモール等 3,475,167

合 計 4,583,118

また、自社オンラインサイト内の都度購入及び定期購入の売上高は以下のとおりであります。

（単位：千円）

購入形態別売上高

第18期

第２四半期

連結累計期間

都度購入 671,713

定期購入 436,237

自社オンラインサイト合計 1,107,950

(2) 財政状態に関する分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における資産合計額は、前連結会計年度末と比較して、98,209千円増加し、

2,391,901千円となりました。これは主に、商品が237,287千円増加したのに対して売掛金が82,976千円減少したこ

とによるものであります。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計額は、前連結会計年度末と比較して、58,574千円増加し、

2,002,958千円となりました。これは主に、借入金が372,022千円増加したのに対して買掛金が198,415千円減少した

ことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計額は、前連結会計年度末と比較して、39,635千円増加し、

388,942千円となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益39,282千円の計上によるものでありま

す。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は前連結会計年度末と比べ41,138千円減少し、
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820,822千円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは411,649千円の支出となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益

の計上57,533千円、棚卸資産の増加額239,010千円、仕入債務の減少額198,415千円があったことによるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは1,173千円の支出となりました。これは、有形固定資産の取得による支出

573千円及び無形固定資産の取得による支出600千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは371,684千円の収入となりました。これは主に、短期借入金の純増加額

136,716千円、長期借入れによる収入350,000千円、長期借入金の返済による支出114,694千円があったことによるも

のであります。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、9,043千円であります。

研究開発費の内訳は、D2Cブランド製品の開発のための費用となります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000

計 40,000

（注）2021年11月１日開催の臨時株主総会決議により、株式分割に伴う定款の変更を行い、2021年12月４日付で発行可

能株式総数は4,744,800株増加し、4,784,800株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年３月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,981 1,196,200 非上場

完全議決権株式であり、株主と
しての権利内容として何ら制限
のない当社における標準となる
株式であります。
また、単元株式数は100株であり
ます。

計 5,981 1,196,200 ― ―

（注）１．2022年１月11日開催の臨時株主総会決議により、2022年１月11日付で１単元を100株とする単元株制度を採用

しております。

２．2021年11月１日開催の取締役会決議により、2021年12月４日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割

を行っております。これにより、提出日現在の発行済株式の発行数は1,190,219株増加し、1,196,200株とな

っております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 5,981 ― 279,740 ― 236,739

（注）１．2021年11月１日開催の取締役会決議により、2021年12月４日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っております。これにより、発行済株式総数残高は1,190,219株増加し、1,196,200株となっておりま

す。
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(5) 【大株主の状況】

2021年9月30日現在

氏名又は名称 住所

所有

株式数

(株)

株式(自己株

式を除く。)

の総数に対す

る所有株式数

の割合(％)

黒澤 弘 東京都豊島区 1,811 30.3

SMBCベンチャーキャピタル２号投資事業有限責任組合 東京都中央区八重洲一丁目３番４号 500 8.4

中谷 将史 東京都渋谷区 486 8.1

サーラエナジー株式会社 愛知県豊橋市駅前大通一丁目55番地 380 6.4

株式会社AMG
京都府京都市右京区西院東貝川町31

番地
377 6.3

アイペット損害保険株式会社 東京都港区六本木一丁目８番７号 300 5.0

AGキャピタル株式会社 東京都港区芝二丁目31番19号 250 4.2

株式会社コーポレート・アドバイザーズ
東京都千代田区霞が関三丁目２番５

号
216 3.6

小出 文彦 東京都江東区 201 3.3

住友商事株式会社
東京都千代田区大手町二丁目３番２

号
200 3.3

計 ― 4,721 78.9

（注）2021年12月４日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数について

は、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,981 5,981 （注）

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 5,981 ― ―

総株主の議決権 ― 5,981 ―

（注）2021年11月１日開催の取締役会決議により、2021年12月４日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行

うとともに、2022年１月11日開催の臨時株主総会決議により、2022年１月11日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。これらにより、提出日現在において完全議決権株式(その他)の株式数は普通株式

1,196,200株、議決権の数は11,962個、発行済株式総数の株式数は1,196,200株、総株主の議決権の数は11,962個

となっております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 照沼 大 2022年１月11日

(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性４名 女性１名 （役員のうち女性の比率20.0%）
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は行

っておりません。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９月30日まで)及び第２四半期連結累計

期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによ

る四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

　流動資産

　 現金及び預金 861,961 820,822

　 売掛金 612,105 529,128

　 商品 682,167 919,455

　 貯蔵品 4,684 6,407

　 その他 41,611 43,354

　 流動資産合計 2,202,529 2,319,168

　固定資産

　 有形固定資産

　 建物 46,741 47,671

　 車両運搬具 4,251 4,251

　 工具、器具及び備品 59,328 59,697

　 リース資産 3,428 3,428

　 減価償却累計額 △68,619 △74,091

　 有形固定資産合計 45,129 40,956

　 無形固定資産

　 ソフトウェア 5,456 4,010

　 その他 520 426

　 無形固定資産合計 5,977 4,437

　 投資その他の資産

　 繰延税金資産 16,543 3,903

　 その他 23,510 23,435

　 投資その他の資産合計 40,054 27,338

　 固定資産合計 91,161 72,732

　資産合計 2,293,691 2,391,901
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

　流動負債

　 買掛金 825,779 627,364

　 短期借入金 457,950 594,666

　 １年内返済予定の長期借入金 159,072 201,236

　 未払金 211,463 185,774

　 未払法人税等 52,982 10,014

　 ポイント引当金 13,958 ―

　 賞与引当金 31,953 12,536

　 その他 46,846 33,577

　 流動負債合計 1,800,005 1,665,169

　固定負債

　 長期借入金 116,922 310,064

　 資産除去債務 23,703 24,633

　 その他 3,752 3,091

　 固定負債合計 144,378 337,788

　負債合計 1,944,383 2,002,958

純資産の部

　株主資本

　 資本金 279,740 279,740

　 資本剰余金 236,739 236,739

　 利益剰余金 △167,172 △127,537

　 株主資本合計 349,307 388,942

　純資産合計 349,307 388,942

負債純資産合計 2,293,691 2,391,901

　



― 11 ―

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

　売上高 4,583,118

　売上原価 3,355,848

　売上総利益 1,227,270

　販売費及び一般管理費 ※１ 1,161,857

　営業利益 65,412

　営業外収益

　 受取利息 4

　 受取賃貸料 11,578

　 その他 1,837

　 営業外収益合計 13,420

　営業外費用

　 支払利息 3,071

　 支払賃料 11,164

　 チャージバック損失 7,064

　 その他 0

　 営業外費用合計 21,300

　経常利益 57,533

　税金等調整前四半期純利益 57,533

　法人税、住民税及び事業税 5,767

　法人税等調整額 12,484

　法人税等合計 18,251

　四半期純利益 39,282

　親会社株主に帰属する四半期純利益 39,282
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

四半期純利益 39,282

その他の包括利益 ―

四半期包括利益 39,282

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 39,282
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

　営業活動によるキャッシュ・フロー

　 税金等調整前四半期純利益 57,533

　 減価償却費 7,612

　 受取利息 △4

　 支払利息 3,071

　 賞与引当金の増減額(△は減少) △19,416

　 ポイント引当金の増減額(△は減少) △13,958

　 売上債権の増減額(△は増加) 82,976

　 棚卸資産の増減額(△は増加) △239,010

　 仕入債務の増減額(△は減少) △198,415

　 未払金の増減額(△は減少) △25,688

　 その他 △15,643

　 小計 △360,944

　 利息の受取額 4

　 利息の支払額 △3,386

　 法人税等の支払額 △47,323

　 営業活動によるキャッシュ・フロー △411,649

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　 有形固定資産の取得による支出 △573

　 無形固定資産の取得による支出 △600

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,173

　財務活動によるキャッシュ・フロー

　 短期借入金の純増減額（△は減少） 136,716

　 長期借入による収入 350,000

　 長期借入金の返済による支出 △114,694

　 リース債務の返済による支出 △337

　 財務活動によるキャッシュ・フロー 371,684

　現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △41,138

　現金及び現金同等物の期首残高 861,961

　現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 820,822
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準等の適

用による主な変更点は以下のとおりとなります。

当社グループは、カスタマー・ロイヤルティ・プログラムとして、主に自社オンラインサイトでの会員の購入金

額に応じてペットゴーポイント（以下「ポイント」という。）を付与しております。従前は付与したポイントの利

用に備えるため、将来利用されると見込まれる額をポイント引当金として計上し、ポイント引当金繰入額を販売費

及び一般管理費として計上しておりましたが、付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を

考慮して算定された独立販売価格を基礎として、取引価格の配分を行う方法へ変更し、契約負債を流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。また、返品されると見込まれる商品については、売上高及び売上原価相当額を

認識しない方法に変更しており、返金負債を流動負債の「その他」及び返品資産を流動資産の「その他」に含めて

表示しております。また、従前は販売費及び一般管理費として計上していた販売促進のための費用は、売上高から

減額しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は97,910千円減少し、売上原価は95千円増加し、販売費及び一般

管理費は98,775千円減少し、営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益はそれぞれ769千円増加しておりま

す。また、利益剰余金の当期首残高への影響は軽微であります。

(追加情報)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44―２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって四半期連結貸借対

照表価額とする金融商品を保有しておらず、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関４行と当座貸越契約を締結しております。この契約に

基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

当座貸越極度額の総額 1,250,000千円 1,350,000千円

借入実行残高 457,950 〃 594,666 〃

差引 792,050千円 755,334千円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

運賃及び荷造費 403,842 千円

販売手数料 222,802 〃

賞与引当金繰入額 12,536 〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通り

であります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金勘定 820,822 千円

現金及び現金同等物 820,822 〃
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

当社グループは、ペットヘルスケア事業及びこれに関連する各種サービスを提供する単一の事業を展開してい

るため、セグメント情報の記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループにおける、販売経路別の収益の分解と主たる商品及びサービスとの関連は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

(単位：千円)

販売経路別 商品の販売

自社オンラインサイト 1,107,950

他社オンラインモール等 3,475,167

合 計 4,583,118

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益 32円84銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 39,282

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 39,282

普通株式の期中平均株式数(株) 1,196,200

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

２．2021年12月４日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。
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(重要な後発事象)

１．株式分割

当社は、2021年11月１日開催の取締役会において、株式分割を行うことを決議し、次の株式分割を行っており

ます。

(1) 株式分割の目的

　当社へ投資しやすい環境を整えるため、投資単位（最低投資金額）を引き下げ、当社株式の流動性向上及び

投資家層の拡大を図ることを目的としております。

(2) 株式分割の概要

① 分割の方法

2021年12月３日を基準日として同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を１

株につき200株の割合をもって分割いたしました。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 ： 5,981株

今回の分割により増加する株式数 ： 1,190,219株

株式分割後の発行済株式総数 ： 1,196,200株

株式分割後の発行可能株式総数 ： 4,784,800株

③ 分割の日程

基準日の公告日 2021年11月18日

基準日 2021年12月３日

効力発生日 2021年12月４日

④ １株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これ

による影響については、当該箇所に反映されております。

２．発行可能株式総数の増加

当社は、2021年11月１日開催の取締役会決議により、株式分割に伴う定款の変更を行い、2021年12月４日付で

発行可能株式総数が増加いたしました。

(1) 変更の内容

変更の内容は、以下のとおりであります。

(下線は変更箇所を示しております)

現行定款 変更後

(発行可能株式総数)

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

40,000株とする

(発行可能株式総数)

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

4,784,800株とする。

(2) 変更の日程

効力発生日 2021年12月４日

３．単元株制度の採用

2022年１月11日付で単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

　



― 18 ―

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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